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子ども・子育て支援法（抜粋）（平成２４年８月２２日法律第６５号） 

 

（特定地域型保育事業の基準） 

第４６条 特定地域型保育事業者は、地域型保育の種類に応じ、児童福祉法第

３４条の１６第１項の規定により市町村の条例で定める設備及び運営につい

ての基準（以下「地域型保育事業の認可基準」という。）を遵守しなければな

らない。 

２ 特定地域型保育事業者は、市町村の条例で定める特定地域型保育事業の運

営に関する基準に従い、特定地域型保育を提供しなければならない。 

３ 市町村が前項の条例を定めるに当たっては、次に掲げる事項については内

閣府令で定める基準に従い定めるものとし、その他の事項については内閣府

令で定める基準を参酌するものとする。 

一 特定地域型保育事業に係る利用定員（第２９条第１項の確認において 定

めるものに限る。第五項及び次条第２項において「利用定員」という。） 

二 特定地域型保育事業の運営に関する事項であって、小学校就学前子ども 

の適切な処遇の確保及び秘密の保持等並びに小学校就学前子どもの健全な

発達に密接に関連するものとして内閣府令で定めるもの 

４ 内閣総理大臣は、前項に規定する内閣府令で定める基準を定め、又は変更

しようとするとき及び同項第二号の内閣府令を定め、又は変更しようとする

ときは、あらかじめ、厚生労働大臣に協議するとともに、特定地域型保育の

取扱いに関する部分について第７２条に規定する子ども・子育て会議の意見

を聴かなければならない。 

５ 特定地域型保育事業者は、次条第２項の規定による利用定員の減少の届出

をしたとき又は第４８条の規定による確認の辞退をするときは、当該届出の

日又は同条に規定する予告期間の開始日の前一月以内に当該特定地域型保育

を受けていた者であって、当該利用定員の減少又は確認の辞退の日以後にお

いても引き続き当該特定地域型保育に相当する地域型保育の提供を希望する

者に対し、必要な地域型保育が継続的に提供されるよう、他の特定地域型保

育事業者その他関係者との連絡調整その他の便宜の提供を行わなければなら

ない。 

（確認の辞退） 

第４８条 特定地域型保育事業者は、三月以上の予告期間を設けて、その確認

を辞退することができる。 

（市町村長等による連絡調整又は援助） 

第４９条 市町村長は、特定地域型保育事業者による第４６条第５項に規定す

る便宜の提供が円滑に行われるため必要があると認めるときは、当該特定地
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域型保育事業者及び他の特定地域型保育事業者その他の関係者相互間の連絡

調整又は当該特定地域型保育事業者及び当該関係者に対する助言その他の援

助を行うことができる。 

２ 都道府県知事は、同一の特定地域型保育事業者について二以上の市町村長

が前項の規定による連絡調整又は援助を行う場合において、当該特定地域型

保育事業者による第四十六条第５項に規定する便宜の提供が円滑に行われる

ため必要があると認めるときは、当該市町村長相互間の連絡調整又は当該特

定地域型保育事業者に対する市町村の区域を超えた広域的な見地からの助言

その他の援助を行うことができる。 

３ 内閣総理大臣は、同一の特定地域型保育事業者について二以上の都道府県

知事が前項の規定による連絡調整又は援助を行う場合において、当該特定地

域型保育事業者による第四十六条第５項に規定する便宜の提供が円滑に行わ

れるため必要があると認めるときは、当該都道府県知事相互間の連絡調整又

は当該特定地域型保育事業者に対する都道府県の区域を超えた広域的な見地

からの助言その他の援助を行うことができる。 

 


